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（添付資料）

１．企業集団の状況

  当社の企業集団は、当社及び子会社７社により構成されております。各社の事業内容と位置
づけは次のとおりであります。なお、青島松屋食品有限公司は、当社における食材の調達・製

造・加工を中華人民共和国（青島市）で行うことを目的として、平成１４年１２月に設立し、

当連結会計年度において開業準備中であります。

会社名

所

有

割

合

主な事業内容

当社（株）松屋フーズ ─
牛めし、カレー及び各種焼肉定食を中心とした和食ファーストフー

ド店の経営を主たる業務とし、「松屋」をチェーン展開

（株）エム・テイ・テイ 100％
当社の店舗で使用する厨房機器・空調機の総合メンテナンス業務、

及び厨房機器の販売

（株）エム・エル・エス 100％ 当社の店舗で使用するユニフォームのクリーニング事業、及び
消耗品・包装材・容器等の販売

松屋フーズ開発（株） 100％ 当社の店舗に関わる立地開発及び契約更新業務

（株）エム・エム・シー・エー 100％
当社の店舗におけるオペレーション及びマネジメント力強化のため

の教育・研修業務、教育ツールなどの販売、各種能力認定試験の企

画・運営業務

（株）エム・ピー・アイ 100％ 当社及びグループ会社に関わる採用及び人事関連業務

松屋フーズ建設（株） 100％ 当社店舗の設計、施工管理、及び新店・改装に関わる店舗工事

青島松屋食品有限公司 100％ 当社へ供給する食材の調達・製造・加工

事業の系統図は次のとおりであります。

（注）無印：連結子会社

　　　※印：非連結子会社で持分法非適用会社

一般消費者
　　　　　　　　　　　　料理、サービスの提供

株式会社松屋フーズ

（株）エム・テイ・テイ ※青島松屋食品有限公司
　　　　店舗総合メンテナンス 　　　　当社へ供給する食材の調達・製造・加工
　　　　及び厨房機器の販売

松屋フーズ開発（株） （株）エム・エル・エス
　　　　当社の店舗に関わる立地 　　　　店舗ユニホームのクリーニング、
　　　　開発及び契約更新業務 　　　　消耗品、包装材、容器等の販売

松屋フーズ建設（株） （株）エム・エム・シー・エー
　　　　当社店舗の設計、施工管理、 　　　　店舗におけるオペレーション及び
　　　　店舗工事 　　　　マネジメント力強化のための業務

（株）エム・ピー・アイ
　　　　採用及び人事関連業務　
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2．経営方針

（1）経営の基本方針

　当社グループは、「店はお客様の満足を得るために存在する」を経営の基本理念としており

ます。

　わが国において、多様化する「食」の需要に応じて、２４時間営業のコンビニエンスストア、

ファーストフードのチェーン店が定着しております。このような「食」を取り巻く環境の中、

当社グループは、「おいしさを追求した商品」を値ごろ感のある価格で提供することを基本方

針として、牛めし定食店「松屋」を積極的に店舗展開し、リージョナルチェーンを確立してま

いりました。また、企業価値を増大させるために経営効率を高めるとともに、株主重視を基本

とした経営方針を貫いております。

（2）利益配分に関する基本方針

　当社グループは株主に対する利益還元を重要な経営課題と考えており、経営基盤強化のため

の内部留保に留意しながら、安定した配当を継続して行い、業績に応じて株式分割と増配を実

施することを基本方針としております。また、内部留保金は、新規店舗・既存店改装・工場設

備増強・本社新社屋建設・ＩＴ関連のシステム整備などに充当して、今後の業容拡大と充実を

図ってまいります。

（3）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は株主利益の最大化のため、健全かつ効率的な経営を図り、経営の意思決定と業務執行

が適切に行われるようにコーポレート・ガバナンス体制を確立すべきであると考えております。

そして株主の皆様に対し一層の経営の透明性を高め、公正な経営を実現することを目指してお

ります。そのため会社説明会・ＩＲ活動・自社ホームページ等で積極的な情報開示を実施して

おります。

②コーポレート・ガバナンスの充実に関する施策の実施状況

当社は、監査役制度を採用しております。当社の監査役は３名体制であり、このうち１名を

社外から選任して客観的立場から取締役の職務執行について監視を受けております。そして、

取締役会開催にあたっては、社外監査役を含む監査役全員が出席し、適宜、意見の表明を行っ

ております。

会計監査人は監査法人トーマツであり、適正な情報の提供と正確な監査を受けております。

会計監査人と当社との間には、利害関係はありません。法律およびコンプライアンス（法令遵

守）に関わる諸問題に関しては顧問契約を結んだ弁護士から随時アドバイスを受けられる体制

にしております。

また、コンプライアンスの実践を重要な経営事項と認識し、当期より経営管理部・リスク管

理グループを新設し、社内のコンプライアンス体制のチェック・整備を進めております。
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（4）中長期的な経営戦略と対処すべき課題

　現在、外食産業各社は、個人消費の低迷や低価格競争の激化により、企業淘汰と生き残りの

時代に入っております。このような状況を当社グループは「企業規模拡大の機会」と捉え、効

率的な経営体制を整備し、２００７年を目途に１，０００店舗体制の確立を目指しております。

これにともない、中長期的な経営戦略と今後対処すべき課題は次の通りと考えております。

① 新規出店の推進

１，０００店舗体制にむけて、新規出店を推進してまいります。このために自社で開発した

ＧＩＳ（Geographic Information System、地図情報システム）を活用し、出店余地の把握、

売上予測精度の向上といった立地開発能力を高め、新規出店地域の拡大をはかってまいります。

また、「チキン亭」等の新業態店舗を、主力業態の牛めし定食店「松屋」に続く新たな業態

として確立し、チェーン展開を進めてまいります。

②生産・物流体制の強化

１，０００店舗体制に対応するため国内の工場設備増強を進めるとともに、中国青島工場建

設を推進して生産体制強化を図ってまいります。これに伴なう店舗数の増加や出店地域の拡大

に対応するため、ロジスティクスシステムの再構築を行い、物流体制の整備とそれにかかるコ

スト削減を進めてまいります。

③収益性の向上

原価率の低減を図るため、中国青島工場稼動にともなう輸入品増加も含めて食材の開発輸入

拡大を進めてまいります。同時に、低原価のメニュー開発を引き続き推進してまいります。

また、販売管理費ならびに人件費についても低減を図るため、店舗のパート・アルバイトの

比率を高める他、店舗イノベーションとして厨房機器の省力化を進め、さらに一層の IT 化と

業務の効率化・合理化を推進し、収益性向上を目指してまいります。

④食の「安全・安心」への取り組み、および環境問題への対応

品質マネジメントシステムであるＩＳＯ９００１の運用を徹底し、合わせてトレーサビリテ

ィーシステムを構築し運用していくことで、お客様に常に安全・安心な商品を提供してまいり

ます。また、ＩＳＯ１４００１認証取得企業として地球環境に配慮した企業活動を推進し、お

客様からも、株主からもより評価される企業を目指してまいります。
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3．経営成績及び財政状態

（1）経営成績

①当期の概況

　当期における日本経済は景気の先行き不透明感や株価低迷などから減速局面にあり、企業の

雇用削減および給与の減少が続いていることなどから個人の可処分所得が低い水準で推移して

いることに加え、将来に対する不安感もあり、個人消費の低迷が続いております。

　それらの経済状況や食の安全に対する関心の高まり、また、いわゆる「中食」を含めた競争

の激化により、外食産業各社とも、軒並み既存店売上高の不振が続いている状況にあります。

　このような状況の中で当社グループは、以下のような諸施策を推進し業容の拡大充実に積極

的に取り組んでまいりました。

　まず、新規出店につきましては、直営店舗８１店舗（牛めし定食店８０店舗、チキン亭 1 店

舗）を出店いたしました。地域別では、今期初めて群馬県、茨城県、岡山県の３県に出店し、

首都圏４９店舗、東北・北関東・甲信越圏５店舗、東海圏１３店舗、関西圏１０店舗、中国・

北九州圏４店舗の出店となっております。また、直営店７店舗につきましては撤退致しました。

したがいまして、当期末店舗数は５２２店舗（うちＦＣ店１１店舗）となりました。

　また、新規出店を除く設備投資につきましては、老朽化した３９店舗の店舗改装（全面改装

１店舗、一部改装３８店舗）を実施した他、本社新社屋建設の為の土地購入、生産設備の充実

をはかる為に嵐山工場の生産機器等増設、及び店舗のＩＴ化推進（次世代の店舗システム「デ

ィスパッチシステム」の導入）などに投資を行ってまいりました。

　商品販売面では、「チキン唐揚げ丼」、「カレー＆マーボ」、「チキンスパイシーカレー」、「チ

キン唐揚げカレー」、「夏野菜カレー」、「うまトマハンバーグ定食」、「牛タン定食」、「とん汁和

定食」、「牛めし・とん汁セット」、「牛皿和定食」を新規メニューとして販売いたしました。販

売促進策としては「毎月うれしいカレーな日」と位置づけ、２００２年６、７、８月の３ケ月

にわたって各６日間、チキンスパイシーカレーを２５０円で販売したほか、「５００店舗感謝

ありがとうセール」として、期間限定で牛めし並を２４０円で、牛焼肉定食を５００円で販売

いたしました。

　また、今まで以上に安全で確かな品質の商品を安定的に供給するべく、組織変更を行い、品

質保証部を立ち上げたほか、製造拠点である嵐山工場（及び一部本社部門）ではＩＳＯ９００

１の取得に取り組み、２００２年１０月には、正式に認証を取得いたしました。また、ゴミ排

出量の削減など地球環境にも配慮した事業活動を進めてまいりました結果，２００３年３月に

は優良フードサービス事業者表彰の「環境配慮部門」において、農林水産大臣賞を受賞致しま

した。

　店舗運営面については、当期よりゾーンマネジャー制を取り、地域特性を考慮しながら組織

運営力を強化し、各従業員の教育に今まで以上に力を入れてまいりました。合わせてＣＳ（顧

客満足）推進キャンペーンとして、各店舗でオペレーションコンテストを実施し、更にその中

で最も店舗オペレーションの優れた従業員を集め、その技術を競う「接客・肉盛りグランドチ

ャンピオン大会」を開催し、従業員各個人のオペレーションレベルの更なる向上・モチベーシ
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ョンアップをはかり、より多くのお客様に満足していただけるよう努めてまいりました。また、

昼のピークタイムなどに店頭でテイクアウト商品の販売を行ったり、地域イベントに出店する

などして、一層の販売促進及び知名度の向上に努めてまいりました。 

 更に人事制度面では、確定拠出型年金（「日本版４０１Ｋ」）を２００２年１０月より導入し、

社員各個人の一層の自立を促し、「成果主義」の徹底をはかってまいりました。 

 以上の取り組みの結果、当期の連結ベースの業績は以下のようになりました。 

まず、売上高は５０７億２５百万円と前期比１５.５％の増収となりました。原価率につきま

しては、中国からの食材調達の拡大、ショートプレートの市況の低下などにより食材の仕入価

格が低下したことが大きな要因となり、前期比１.９％改善され３１.０％となりました。 

 利益面では、上記の原価率の低下が大きく貢献し、営業利益は前期比３１.３％アップの５７

億９３百万円、経常利益は前期比３０.４％アップの５６億７８百万円となりました。 

２００２年１０月より「確定給付型年金制度」から「確定拠出型年金制度」及び「退職金前

払制度」へ移行したこと等に伴い、特別利益として２億１７百万円を計上し、また、過年度役

員退職慰労引当金５年償却の当期分、店舗撤退損失、固定資産除却損等の特別損失を３億２８

百万円を計上いたしまして、当期純利益は前期比３４.０％アップの２７億９７百万円となりま

した。 

 なお、当社グループは、直営店で最終消費者へ牛めし・定食等を直接販売する方法及びフラ

ンチャイズ店並びにその他の取引先へ食材、消耗品の販売を通じて、最終消費者へ牛めし・定

食等を販売する方法をとっております。このように当社グループは、単一業態で事業を営んで

おり、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 

②次期の見通し 

 今後の日本経済の見通しにつきましては、長引く不況による雇用情勢等、景気の先行きにつ

いての不安感が大きく、厳しい状況が続くものと思われます。 

 外食産業におきましても、個人消費の回復は期待できず、小さくなったパイを多数の企業が

奪い合う「競争」状態がますます激化するものと思われます。 

 このような厳しい経営環境の中で、当社グループはお客様最優先の立場で、お客様のニーズ

にあった商品の開発と、安心して食事のできる環境の提供に努めてまいります。 

 また、仕入れコスト及び製造コストの低減や各店舗への食材等の配送コストの低減、新規開

店店舗の効率的な立ち上げ、パート・アルバイト層の拡大による人件費の低減に加え、次世代

の店舗システム「ディスパッチシステム」の全店導入（一部特殊店舗を除く）による事務作業

の削減、業務の効率化などを進めてまいり、これらの諸施策の実施により、利益向上に取り組

んでまいります。 

 なお、次期の新規出店につきましては１２０店舗を計画し、自社で開発した GIS（地図情報

システム）を活用し出店余地の把握を今まで以上に正確に行い、開店後の売上高の予測精度を

高め、合わせて店舗建設の独自手法であるモジュール工法を利用し新規開店に伴う投資コスト

の削減及び工期の短縮を推進し、高採算の店舗展開を行ってまいります。 

 これらの諸施策により、次期の連結ベースの業績につきましては売上高５７０億１９百万円
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（当期比１２.４％増）、経常利益６０億６７百万円（当期比６.８％増）、当期純利益２９億４

百万円（当期比３.８％増）を見込んでおります。

（2）財政状態

　当期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首残高に比べ

２億４３百万円増加し、当期末には３０億５６百万円となりました。これは税金等調整前当期

純利益５５億６７百万円（前期比１５億２１百万円増）に対し、新規出店を主とする設備投資

等を進めたことにより大部分が相殺されたためであります。また、当期における各キャッシュ

フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュフロー）

　営業活動の結果得られた資金は８５億１４百万円となりました。

　これは税金等調整前当期純利益が５５億６７百万円計上され、さらに減価償却費及びその他

の償却費２６億６５百万円や建設仮勘定・契約仮勘定からの振替等調整費用９億２５百万円計

上、たな卸資産の減少８億２５百万円といった資金増加要因があった一方、法人税等の支払い

２１億６５百万円といった資金減少要因があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュフロー）

　投資活動の結果使用した資金は９７億９百万円となりました。

　これは新規出店・既存店改装・工場設備増強・新社屋関連投資等の設備投資推進のため、建

設仮勘定の増加及び有形固定資産の取得による支出８１億８６百万円や契約仮勘定及び保証金

敷金等の増加による支出１４億円といった資金減少要因があった一方、契約仮勘定及び保証金

敷金等の減少による収入２億２百万円と言った資金増加要因があったこと等によるものであり

ます。

（財務活動によるキャッシュフロー）

　財務活動の結果得られた資金は１４億３１百万円となりました。

　これは長期借入れによる収入３７億３０百万円といった資金増加要因があった一方、長期借

入金の返済による支出１７億１５百万円、配当金の支払い４億５７百万円といった資金減少要

因があったこと等によるものであります。



４．連結財務諸表等

(1) 連 結 貸 借 対 照 表

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
期 別 対 前 年 比

（ 平 成１４年３月３１日現在） （ 平 成１５年３月３１日現在）

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減

（資 産 の 部） 千 円 ％ 千 円 ％ 千 円

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ５，９２９，１７４ ６，２２８，３２６ ２９９，１５２

売 掛 金 １４，８４６ ２０，８８０ ６，０３３

た な 卸 資 産 １，５５４，８００ ７２６，９４１ △ ８２７，８５８

繰 延 税 金 資 産 ２６５，００７ ４５２，０５８ １８７，０５０

そ の 他 ５１０，２１４ ５１３，９３４ ３，７２０

流 動 資 産 合 計 ８，２７４，０４２ ２３．.５ ７，９４２，１４１ １９．.９ △ ３３１，９００

Ⅱ 固 定 資 産

1. 有 形 固 定 資 産

建物及び構築物 ７，６９９，２８７ ８，５４９，５３３ ８５０，２４５

機械装置及び運搬具 ６８１，８７６ ８８７，２５０ ２０５，３７４

工 具 器 具 備 品 １，７５１，３５２ ２，０７４，７３５ ３２３，３８２

土 地 ３，５８０，１２９ ６，８８５，０７７ ３，３０４，９４８

建 設 仮 勘 定 ８，４１５ ２５，３２６ １６，９１０

有 形 固 定 資 産 合 計 １３，７２１，０６１ ３９．.０ １８，４２１，９２２ ４６．.０ ４，７００，８６１

2.　　　　　　　無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア １８８，４２８ ９８，２８６ △ ９０，１４１

そ の 他 １７，１２８ １７，６３９ ５１１

無 形 固 定 資 産 合 計 ２０５，５５６ ０．.６ １１５，９２６ ０．.３ △ ８９，６３０

　　　　　　3.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3 .投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 ４２，９９０ ２４１，６５１ １９８，６６１

保 証 金 ・ 敷 金 １０，７０２，８６４ １１，４２４，１２３ ７２１，２５９

長 期 前 払 費 用 １，００６，０９０ １，０３８，４２５ ３２，３３４

契 約 仮 勘 定 ３８７，０９８ １８７，８３８ △ １９９，２６０

繰 延 税 金 資 産 ４２５，０９６ ３４１，７７４ △ ８３，３２２

そ の 他 ４０５，７４３ ２９７，６５３ △ １０８，０８９

貸 倒 引 当 金 △ １９，６５６ △ １７，６７２ １，９８４

投資その他の資産合計 １２，９５０，２２７ ３６．.９ １３，５１３，７９５ ３３．.８ ５６３，５６７

固 定 資 産 合 計 ２６，８７６，８４５ ７６．.５ ３２，０５１，６４４ ８０．.１ ５，１７４，７９８

資 産 合 計 ３５，１５０，８８８ １００．.０ ３９，９９３，７８６ １００．.０ ４，８４２，８９８

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。

８



前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
期 別 対 前 年 比

（ 平 成１４年３月３１日現在 ） （ 平 成１５年３月３１日現在 ）

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減

（負 債 の 部） 千 円 ％ 千 円 ％ 千 円

Ⅰ 流 動 負 債

買 掛 金 １，２８４，０８８ １，１２３，２９３ △ １６０，７９５

一年以内返済予定 １，４２３，８０９ １，６６３，０２２ ２３９，２１３
長 期 借 入 金

未 払 金 １，９３５，６１９ １，５４６，１２９ △ ３８９，４９０

未 払 法 人 税 等 １，１１１，６９６ １，８２２，４９１ ７１０，７９４

賞 与 引 当 金 ５０８，７０６ ６７３，８７０ １６５，１６３

そ の 他 ３１５，７９９ ６９５，０３９ ３７９，２４０

流 動 負 債 合 計 ６，５７９，７１９ １８．.                                       ７ ７，５２３，８４５ １８．.８ ９４４，１２５

Ⅱ 固 定 負 債

長 期 借 入 金 ３，８８０，７７７ ５，６５６，５５５ １，７７５，７７８

退職給付引当金 ３２９，９７０ △ ３２９，９７０

役員退職慰労引当金 ３２２，８６３ ４５０，６６０ １２７，７９７

そ の 他 １３１，３４２ １５４，９０８ ２３，５６６

固 定 負 債 合 計 ４，６６４，９５２ １３．.３ ６，２６２，１２３ １５．.７ １，５９７，１７０

負 債 合 計 １１，２４４，６７２ ３２．.０ １３，７８５，９６８ ３４．.５ ２，５４１，２９６

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 ６，６５５，９３２ １８．.９ △ ６，６５５，９３２

Ⅱ 資 本 準 備 金 ６，９６３，１４４ １９．.８ △ ６，９６３，１４４

Ⅲ 連 結 剰 余 金 １０，２９５，６４６ ２９．.３ △１０，２９５，６４６

Ⅳ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　.０その他有価証券評価差額金 △ ７，４６９ △ ０ ７，４６９

２３，９０７，２５３ ６８．.０ △２３，９０７，２５３

Ⅴ 自 己 株 式 △ １，０３７ △ ０．.０ １，０３７

資 本 合 計 ２３，９０６，２１６ ６８．.０ △２３，９０６，２１６

Ⅰ 資 本 金 ６，６５５，９３２ １６．.６ ６，６５５，９３２

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ６，９６３，１４４ １７．４ ６，９６３，１４４

Ⅲ 利 益 剰 余 金 １２，５９７，４６１ ３１．.５ １２，５９７，４６１

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △ ４，５４７ △ ０．.０ △ ４，５４７

Ⅴ　　自 己 株 式 △ ４，１７２ △ ０．.０ △ ４，１７２

資 本 合 計 ２３，９０６，２１６ ６８．.０ ２６，２０７，８１８ ６５．.５ ２，３０１，６０１

負 債 ・ 資 本 合 計 ３５，１５０，８８８ １００．.０ ３９，９９３，７８６ １００．.０ ４，８４２，８９８

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。

９



(2) 連 結 損 益 計 算 書

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
期 別

自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日 対 前 年 比

至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 増 減

千 円 ％ 千 円 ％

Ⅰ 売 上 高 ４３，９１９，３９０ １００．.０ ５０，７２５，２２８ １００．.０ ６，８０５，８３８

Ⅱ 売 上 原 価 １４，４７０，３３７ ３２．.９ １５，７４１，０１５ ３１．.０ １，２７０，６７７

売 上 総 利 益 ２９，４４９，０５２ ６７．１ ３４，９８４，２１３ ６９．.０ ５，５３５，１６０

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２５，０３８，２０３ ５７．０ ２９，１９０，７１０ ５７．６ ４，１５２，５０７

営 業 利 益 ４，４１０，８４９ １０．.１ ５，７９３，５０２ １１．.４ １，３８２，６５３

Ⅳ 営 業 外 収 益

賃 貸 収 入 ９８，９５２ １３４，７３５

受取利息及び配当金 １１，４６１ １４，３４８

そ の 他 ６１，１５５ １７１，５６９ ０．.３ ６８，９３４ ２１８，０１７ ０．.４ ４６，４４８

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 １００，９８０ １１５，４３１

賃 貸 費 用 １００，９０４ ２０２，３２５

そ の 他 ２５，８９７ ２２７，７８２ ０．.５ １５，１３３ ３３２，８９１ ０．.６ １０５，１０８

経 常 利 益 ４，３５４，６３６ ９.                  .９    ５，６７８，６２９ １１．.２ １，３２３，９９３

Ⅵ 特 別 利 益

前期損益修正益 ２，０００

固定資産売却益 １，,１０５

貸倒引当金戻入益 １，,２７３ １，９８４

退職年金終了益 ２，３７８ ０．.０ ２１３，１０７ ２１７，０９１ ０．.４ ２１４，,     ７１３

Ⅶ 特 別 損 失

店 舗 撤 退 損 失 ７６，２３７ ７９，１１４

固定資産除却損 ９７，３７２ ４８，７３３

役 員 退 職 金 ３４，９１７

過年度役員退職慰労
引 当 金 繰 入 １０６，５２０ １００，５２０

そ の 他 ３０，５７７ ３１０，７０７ ０．.７ ６４，９２３ ３２８，２０８ ０．.６ １７，５０１

税金等調整前当期純利益 ４，０４６，３０８ ９．.２ ５，５６７，５１２ １１.．０ １，５２１，２０４

法人税、住民税及び事業税 ２，２１３，１８３ ２，８７６，４０８

法 人 税 等 調 整 額 △ ２５３，９７０ １，９５９，２１３ ４．.４ △ １０６，１０５ ２，７７０，３０２ ５．.５ ８１１，０８９

当 期 純 利 益 ２，０８７，０９４ ２，７９７，２１０ ７１０，１１５

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。

１０



（３）連 結 剰 余 金 計 算 書

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
期 別

自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日 対 前 年 比

至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

科 目 金 額 金 額 増 減

千 円 千 円

Ⅰ 連結剰余金期首残高 ８，６６６，３７９ △ ８，６６６，３７９

Ⅱ 連結剰余金増加高

１．連結子会社増加による
９１，１９５ ９１，１９５ △ ９１，１９５

剰余金増加高

Ⅲ 連結剰余金減少高

１．配当金 ５１４，７２３

２．役員賞与 ３４，３００ ５４９，０２３ △ ５４９，０２３

Ⅳ 当期純利益 ２，０８７，０９４ △ ２，０８７，０９４

Ⅴ 連結剰余金期末残高 １０，２９５，６４６ △ １０，２９５，６４６

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ６，９６３，１４４ ６，９６３，１４４

Ⅱ 資本剰余金期末残高 ６，９６３，１４４ ６，９６３，１４４

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 １０，２９５，６４６ １０，２９５，６４６

Ⅱ 利益剰余金増加高

１．当期純利益 ２，７９７，２１０

２．連結子会社の合併
による増加 ２３ ２，７９７，２３３ ２，７９７，２３３

Ⅲ 利益剰余金減少高

１．配当金 ４５７，５１８

２．役員賞与 ３７，９００ ４９５，４１８ ４９５，４１８

Ⅳ　　　　利益剰余金期末残高 １２，５９７，４６１ １２，５９７，４６１

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。

１１



（4）連結キャッシュ・フロー計算書
期　　　別 　前連結会計年度      当連結会計年度

   自 平成13年4月1日     自 平成14年4月1日 対前年比
   至 平成14年3月31日     至 平成15年3月31日

科　　　目              金額              金額 増減
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 千円 千円 千円
税金等調整前当期純利益 4,046,308 5,567,512
減価償却費及びその他の償却費 2,297,257 2,665,717
賞与引当金の増加額 60,354 165,163
役員退職慰労引当金の増加額 183,970 127,797
退職給付引当金の増減額(減少:△) 61,962 △ 329,970
受取利息及び受取配当金 △ 11,461 △ 14,348
支　 払 　利 　息 100,980 115,431
有形固定資産除売却損 97,372 48,733
店舗撤退損失 69,610 77,879
投資有価証券評価損 15,117 21,450
建設仮勘定・契約仮勘定からの振替等調整費用 1,231,930 925,250
売上債権の増減額(増加:△) 19,686 △ 892
たな卸資産の増減額(増加:△) △ 1,113,968 825,822
仕入債務の増減額(減少:△) 437,655 △ 162,318
未払消費税の増減額(減少:△) △ 98,756 359,010
役員賞与の支払額 △ 34,300 △ 37,900
そ      の      他 67,869 325,714
     小      計 7,431,590 10,680,054 3,248,464
法人税等の支払額 △ 2,729,753 △ 2,165,683

       営業活動によるキャッシュ・フロー 4,701,836 8,514,371 3,812,535

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増加による支出 △ 1,127,000 △ 61,000
定期預金の減少による収入 1,576,000 5,000
有価証券の償還及び売却による収入 105,379 -
子会社株式の取得による支出 - △ 215,390
建設仮勘定の増加及び有形固定資産の取得による支出 △ 3,622,543 △ 8,186,741
契約仮勘定及び保証金・敷金等の増加による支出 △ 2,353,944 △ 1,400,487
契約仮勘定及び保証金・敷金等の減少による収入 125,888 202,064
貸付金の増減額(増加:△) △ 36,194 22,129
利息及び配当金の受取額 8,666 2,886
そ      の      他 △ 77,485 △ 77,466

      投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,401,234 △ 9,709,004 △ 4,307,770

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入れによる収入 1,530,000 3,730,000
長期借入金の返済による支出 △ 1,791,419 △ 1,715,009
自己株式の売却による収入 959 -
自己株式の取得による支出 △ 1,555 △ 3,135
利息の支払額 △ 102,447 △ 122,427
親会社による配当金の支払額 △ 514,723 △ 457,518

       財務活動によるキャッシュ・フロー △ 879,185 1,431,909 2,311,094

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 － - -
Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △ 1,578,583 237,275 1,815,859
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 4,391,758 2,813,174 △ 1,578,583
Ⅶ  合併による現金及び現金同等物の増加額 － 5,876 5,876
Ⅷ  現金及び現金同等物の期末残高 2,813,174 3,056,326 243,152

（注）
  　　
    　
    　

投資活動において建設仮勘定・契約仮勘定等として一旦支出されたが、その取崩し等の際に費用(機器備品費・小額
備品費・賃借手数料・地代家賃等）として計上される場合、キャッシュ・フローに動きがないにもかかわらず、営業
活動の税金等調整前当期純利益はこの分減額されます。このため、この費用分を営業活動によるキャッシュ・フロー
に加算調整する必要があり、「建設仮勘定・契約仮勘定からの振替等調整費用」という科目を設定しております。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連 結 子 会 社 ６ 社 （株）エム・テイ・テイ、（株）エム・エル・エス、（株）エム・ピー・アイ、（（株）エム・エム・シー・エー、松屋フーズ建設（株）、松屋フーズ開発（株））

主要な非連結子会社の名称等 １ 社（青島松屋食品 有限公司）

非連結子会社１社は、開業準備中であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等、
いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

該当する会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し

売却原価は移動平均法により算定）

② デリバティブ

時価法によっております。

③ たな卸資産

半 製 品・原 材 料 月 別 移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法

貯 蔵 品 最 終 仕 入 原 価 法

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法）なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建物及び構築物… ３～５０年

機械装置及び運搬具 ２～３０年

工 具 器 具 備 品… ２～２０年

② 無 形 固 定 資 産 定額法（ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における見込み利用可能
期間（５年）による定額法）

③ 長 期 前 払 費 用 定額法

（ハ）重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

③ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。なお、過年度相当額（５０２，６００千円）については、５年間で繰り
入れることとしております。

（追 加 情 報）

退 職 給 付 会 計

当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成１４年１０月より「確定給付型年金制度」から「確定拠出型年金制度」及び
「退職金前払制度」へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用
しております。この移行に伴い、２１３，１０７千円を特別利益に計上しております。

（ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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（ホ）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

（ヘ）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

当連結会計年度において連結調整勘定は発生しておりませんので該当はありません。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日
の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。
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会計方針の変更

自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以降に適用されることになったことに伴い、

当連結会計年度から同会計基準を適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。

１株当たり当期純利益に関する会計基準等

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第４号）が平成１４年４月１日以降開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度

から同会計基準及び適用指針を適用しております。

なお、同会計基準及び適用指針を前連結会計年度に適用して算定した場合の１株当たり純資産額は１，２５２円０４銭、１株当たり当期純利益金

額は１０７円４９銭となります。
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注 記 事 項
（単 位 ： 千 円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

項 目 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在）

連 結 貸 借 対 照 表 関 係

１．非連結子会社及び関連
会社に対するもの

投 資 有 価 証 券 ２１５，３９０

２．有形固定資産の減価償
８，８５８，９４６ １０，８３６，４０２

却累計額

３．担保に供している資産

建物及び構築物 ９１８，４５６ ８６１，７２７

土 地 ２，９００，２１９ ２，９００，２１９

保 証 金 ・ 敷 金 ９５１，０３３ ８８２，４４７

計 ４，７６９，７１０ ４，６４４，３９４

上記物件に対応する債務

長 期 借 入 金 ３，１３２，４０７ ４，５６９，４０５

一 年 以 内 返 済 １，１０８，２６８ １，３７３，６２２
予定長期借入金

計 ４，２４０，６７５ ５，９４３，０２７

※ 追 加 情 報 従来は、保証金敷金のうち、借主側の

責任による解約について償却条項が付

されているもので、解約による返還不

能見込額については保証金敷金に含め

て表示しておりましたが、当期首にお

いて要償却額６６６，１５１千円を長

期前払費用に振替えております。

（注） 千円未満は切捨てております。

（単 位 ： 千 円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日

項 目 至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

連 結 損 益 計 算 書 関 係

１． 販売費及び一般管理費のうち
主 要 な 費 目 及 び 金 額

社 員 給 与 ２，６８９，４５８ ３，３２３，４００

雑 給 ８，２６２，４１６ ９，６５９，５０２

役員退職慰労引当金繰入 ７８，３５０ ４６，５００

賞 与 引 当 金 繰 入 ４７４，９７７ ６２８，７４８

水 道 光 熱 費 １，６５７，０４１ １，９６４，７４０

減 価 償 却 費 １，５５１，７５１ １，９１２，４８２

地 代 家 賃 ３，７６１，０４２ ４，６１０，２０６

（注） 千円未満は切捨てております。
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（単 位 ： 千 円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日

項 目 至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

連 結 損 益 計 算 書 関 係

２． 特別損失の内訳

店 舗 撤 退 損 失 の 内 訳

建物及び構築物 ４６，５１９ ４８，８７２

工 具 器 具 備 品 ４，９７１ ８，９１４

保証金一括償却 １６，６２３ ２０，０９２

撤 去 費 用 ８，１２２ １，２３５

計 ７６，２３７ ７９，１１４

固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 ７２，２０２ １８，３９２

機械装置及び運搬具 ２，９７１ １，２１７

工 具 器 具 備 品 ２２，１９８ ２５，４６８

建 設 仮 勘 定 ３，６５５

計 ９７，３７２ ４８，７３３

そ の 他 の 内 訳

投 資 有 価 証 券 評 価 損 １５，１１７ ２１，４５０

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ４，７７０

会 員 権 評 価 損 ８，２８７

貸 倒 引 当 金 繰 入 ２，４０２

保 証 金 償 却 ２２，４５１

保 険 解 約 損 ２１，０２１

計 ３０，５７７ ６４，９２３

（注） 千円未満は切捨てております。

連結キャッシュフロー計算書関係

（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日

至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載
されている科目の金額との関係 されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ５，９２９，１７４ ※ 現金及び預金勘定 ６，２２８，３２６ ※

預入期間が３ヶ月 預入期間が３ヶ月
△ ３，１１６，０００ ２，８１３，１７４ △ ３，１７２，０００ ３，０５６，３２６

を超える定期預金 を超える定期預金

現金及び現金同等物 ２，８１３，１７４ 現金及び現金同等物 ３，０５６，３２６

※ 現金及び現金同等物とした「現金及び預金」には、 ※ 現金及び現金同等物とした「現金及び預金」には、

預入期間が３ヶ月以内の定期預金 ６５，００２千円が 預入期間が３ヶ月以内の定期預金 ４０，００６千円が

含まれております。 含まれております。

（注）千円未満は切捨てております。
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リース取引関係
（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日

至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 期末残高相当額

工 具 器 具 備 品 工 具 器 具 備 品

取 得 価 額 相 当 額 ３５８，０９５ 取 得 価 額 相 当 額 ６１，９０８

減価償却累計額相当額 ２９２，１８４ 減価償却累計額相当額 ４７，６２１

期 末 残 高 相 当 額 ６５，９１１ 期 末 残 高 相 当 額 １４，２８７

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、有 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利 形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 子込み法により算定しております。

2. 未経過リース料の期末残高相当額 2. 未経過リース料の期末残高相当額

１ 年 以 内 ５１，６２４ １ 年 以 内 １２，３８１

１ 年 超 １４，２８７ １ 年 超 １，９０５

合 計 ６５，９１１ 合 計 １４，２８７

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高相当額が、有形固定資産の期末残高等に占める割 期末残高相当額が、有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額 3. 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 ７７，３２５ 支 払 リ ー ス 料 ５１，６２４

減価償却費相当額 ７７，３２５ 減価償却費相当額 ５１，６２４

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

り算定しております。 り算定しております。

（注） 千円未満は切捨てております。
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有価証券関係

（前連結会計年度）（平成１４年３月３１日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単 位 ： 千 円）

連結貸借対照表
種 類 取 得 原 価 差 額

計 上 額

� 株 式 ４，６５８ ５，４８０ ８２１
連結貸借対照表

� 債 券
計上額が取得原価

� そ の 他
を 超 え る も の

小 計 ４，６５８ ５，４８０ ８２１

� 株 式 ２０，０６５ １８，５１８ △ １，５４７
連結貸借対照表計

� 債 券
上額が取得原価を

� そ の 他 ３１，１４４ １８，９９１ △ １２，１５２
超 え な い も の

小 計 ５１，２０９ ３７，５０９ △ １３，６９９

合 計 ５５，８６８ ４２，９９０ △ １２，８７８

（注）１．記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２．表中の取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株

式について減損処理を行い「投資有価証券評価損」として１５，１１７千円を計上しております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

３０％～５０％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
（単 位 ： 千 円）

売 却 原 価 売 却 額 売 却 損 益 売 却 の 理 由

割 引 金 融 債 １００，０００ １００，０００ 満期償還による

合 計 １００，０００ １００，０００

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度
自 平成１３年４月 １日
至 平成１４年３月３１日

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

� 株 式

� 債 券

� そ の 他 ５，３７９ ４，７７０

合 計 ５，３７９ ４，７７０

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

４．その他有価証券のうち、満期があるものの今後の償還予定額
（単 位 ： 千 円）

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １ ０ 年 超

� 債 券

� そ の 他 ６，９６４ １２，０２７

合 計 ６，９６４ １２，０２７

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

１９



（当連結会計年度）（平成１５年３月３１日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単 位 ： 千 円）

連結貸借対照表
種 類 取 得 原 価 差 額

計 上 額

� 株 式 ７００ １，４２９ ７２９
連結貸借対照表

� 債 券
計上額が取得原価

� そ の 他
を 超 え る も の

小 計 ７００ １，４２９ ７２９

� 株 式 １４，６５２ １１，４０５ △ ３，２４７
連結貸借対照表計

� 債 券
上額が取得原価を

� そ の 他 １８，４８７ １３，４２６ △ ５，０６１
超 え な い も の

小 計 ３３，１４０ ２４，８３２ △ ８，３０８

合 計 ３３，８４０ ２６，２６１ △ ７，５７８

（注）１．記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２．表中の取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株

式について減損処理を行い「投資有価証券評価損」として２１，４５０千円を計上しております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

３０％～５０％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単 位 ： 千 円）

当 連 結 会 計 年 度
自 平成１４年４月 １日
至 平成１５年３月３１日

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

� 株 式 ６１８ １２

� 債 券

� そ の 他

合 計 ６１８ １２

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

３．その他有価証券のうち、満期があるものの今後の償還予定額
（単 位 ： 千 円）

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １ ０ 年 超

� 債 券

� そ の 他 ５，１３９ ８，２８７

合 計 ５，１３９ ８，２８７

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。
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デリバティブ取引関係

（前連結会計年度）（平成１４年３月３１日現在）

１．取引の状況に関する事項

前 連 結 会 計 年 度
自 平成１３年 ４月 １日
至 平成１４年 ３月３１日

① 取引の内容及び目的

当社は、通常の営業活動における輸入取引の為替相場の変動による

リスクを軽減するため、先物為替予約取引を行っております。

② 取引に対する取組方針

為替予約取引は、外貨建取引金額の範囲内で行っており、また投機

目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

③ 取引に係るリスクの内容

為替予約取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行である

ため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんど

ないと判断しております。

④ 取引に係るリスク管理体制

リスク管理体制としては、「職務権限一覧」に従い、運用は商品部

長及び経理部長の権限により実行されております。

また、毎月末には為替予約残高の状況を経理部担当の経営開発本部

長に報告することとなっております。

⑤ その他

「取引の時価等に関する事項」における契約額は、この金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
通 貨 関 連

（単 位 ： 千 円）

前連結会計年度 （平成１４年３月３１日現在）
区

種 類 契 約 額 等
分 時 価 評 価 損 益

う ち １ 年 超

市
場 為替予約取引
取
引
以 買 建
外
の
取 米 ド ル ２７４，２１５ ２７５，１８４ ９６８
引

合 計 ２７４，２１５ ２７５，１８４ ９６８

（注）１．記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２．時価の算定方法 期末の時価は先物相場を使用しております。

２１



（当連結会計年度）（平成１５年３月３１日現在）

１．取引の状況に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
自 平成１４年 ４月 １日
至 平成１５年 ３月３１日

① 取引の内容及び目的

当社は、通常の営業活動における輸入取引の為替相場の変動による

リスクを軽減するため、先物為替予約取引を行っております。

② 取引に対する取組方針

為替予約取引は、外貨建取引金額の範囲内で行っており、また投機

目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

③ 取引に係るリスクの内容

為替予約取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行である

ため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんど

ないと判断しております。

④ 取引に係るリスク管理体制

リスク管理体制としては、「職務権限一覧」に従い、運用は商品部

長及び財務部長の権限により実行されております。

また、毎月末には為替予約残高の状況を財務部担当の経営開発本部

長に報告することとなっております。

⑤ その他

「取引の時価等に関する事項」における契約額は、この金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
通 貨 関 連

（単 位 ： 千 円）

当連結会計年度 （平成１５年３月３１日現在）
区

種 類 契 約 額 等
分 時 価 評 価 損 益

う ち １ 年 超

市
場 為替予約取引
取
引
以 買 建
外
の
取 米 ド ル ２５０，０９０ ２５２，４１２ ２，３２２
引

合 計 ２５０，０９０ ２５２，４１２ ２，３２２

（注）１．記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２．時価の算定方法 期末の時価は先物相場を使用しております。

２２



退職給付関係

（前連結会計年度） （平成１４年３月３１日現在）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を採用しております。なお、当社はこの他に複数事業主制度による企業年金

（外食産業ジェフ厚生年金基金）に加盟しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針３３項の例外処理を行う

制度であります。同基金における当社の掛金拠出金割合に基づく期末の年金資産残高は、１，８１４，１５３千円であります。

２．退職給付債務及びその内訳
（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度
（平成１４年３月３１日現在）

①退 職 給 付 債 務 △ ９１７，１２３

②年 金 資 産 ５４６，１２９

③未積立退職給付債務 ①＋② △ ３７０，９９４

④会計基準変更時差異の未処理額

⑤未認識数理計算上の差異 ４１，０２３

⑥未認識過去勤務債務（債務の減額）

⑦貸借対照表計上額純額 ③＋④＋⑤＋⑥ △ ３２９，９７０

⑧前 払 年 金 費 用

⑨退職給付引当金 ⑦－⑧ △ ３２９，９７０

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

３．退職給付費用の内訳
（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度
自 平成１３年 ４月 １日
至 平成１４年 ３月３１日

退 職 給 付 費 用 ２９８，９３２

①勤 務 費 用 １４０，８３６

②利 息 費 用 ２４，７８２

③期待運用収益（減算） １０，３４０

④数理計算上の差異の費用処理額 １１，０３５

⑤総合型厚生年金基金への拠出金 ２１２，６９０

⑥従業員拠出金（減算） ８０，０７１

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

４．退職給付債務の計算基礎
（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度
（平成１４年３月３１日現在）

①割 引 率 ３．０ ％

②期待運用収益率 ２．１３ ％

③退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準

④過去勤務債務の処理年数

⑤数理計算上の差異の処理年数 １４ 年

⑥会計基準変更時差異の処理年数 １ 年

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２３



（当連結会計年度） （平成１５年３月３１日現在）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、平成１４年１０月より「確定給付型年金制度」から「確定拠出型年金制度」及び「退職金前払制度」へ移行しております。

なお、当社はこの他に複数事業主制度（外食産業ジェフ厚生年金基金）に加盟しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付

会計実務指針３３項の例外処理を行う制度であります。

同基金における当社の掛金拠出金割合に基づく期末の年金資産残高は、２，１６０，０５０千円であります。

２．退職給付債務に関する事項

「確定給付型年金制度」から「確定拠出型年金制度」及び「退職金前払制度」への移行に伴う影響額は次のとおりであります。

なお、「確定拠出型年金制度」及び「退職金前払制度」への移換額はありません。

（単 位 ： 千 円）

当 連 結 会 計 年 度
（平成１５年３月３１日現在）

①退 職 給 付 債 務 △ ９９２，８６２

②年 金 資 産 ５９８，１２０

③未積立退職給付債務の減少 ①＋② △ ３９４，７４２

④会計基準変更時差異の未処理額

⑤未認識数理計算上の差異 ３７，９０６

⑥未認識過去勤務債務（債務の減額）

⑦　　　　　　　退職給付引当金の減少 に＋ぬ＋ね＋の △ ３５６，８３６

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

３．退職給付費用に関する事項
（単 位 ： 千 円）

当 連 結 会 計 年 度
自 平成１４年 ４月 １日
至 平成１５年 ３月３１日

①勤 務 費 用 ７８，１７８

②利 息 費 用 １３，７４９

③期待運用収益（減算） △ ４，０９５

④数理計算上の差異の費用処理額 ３，１１７

⑤総合型厚生年金基金への拠出金 ２５１，３２５

⑥従業員拠出金（減算） △ ８２，９１１

⑦退 職 給 付 費 用 ①＋②＋に＋ぬ＋ね＋の ２５９，３６３

⑧退職給付制度改訂に伴う利益 △ ２１３，１０７

⑨確定拠出年金制度への支出 ３９，８０３

⑩退職給付費用 計 は＋ば＋ぱ ８６，０５９

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２４



税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因内訳

（単 位 ： 千 円）

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
（平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在）

繰 延 税 金 資 産（流 動）

賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 １４４，４２２ ２３９，５９６

未 払 事 業 所 税 １４，４０７ １６，６３２

未 払 事 業 税 ８３，３０７ １３７，７０６

繰 越 欠 損 金 １６，１００

連結会社間内部利益消去 １５，８９９

そ の 他 ２２，８６９ ２６，１２３

繰延税金資産（流動）小計 ２６５，００７ ４５２，０５８

繰 延 税 金 資 産（固 定）

繰 延 資 産 償 却 超 過 １，２２５

減 価 償 却 超 過 額 １８，０３８ １２，７５３

一括償却資産損金算入限度超過額 ９９，８４３ １０１，２４７

貸倒引当金繰入限度超過額 ８，０２４ ６，９９４

退職給付引当金繰入限度超過額 １３８，５８７

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １３５，６０２ １８０，２６４

会 員 権 評 価 損 否 認 額 ２７，９７２ ２６，６４０

その他有価証券評価差額金 ５，４０８ ３，０３１

連結会社間内部利益消去 ６０，１９５

そ の 他 ４２，２１５

繰延税金資産（固定）小計 ４７６，９１７ ３９１，１２７

繰 延 税 金 負 債（固 定）

土地圧縮積立金認容 △ ５１，８２１ △ ４９，３５３

繰延税金負債（固定）小計 △ ５１，８２１ △ ４９，３５３

繰延税金資産の純額 ６９０，１０４ ７９３，８３２

（注） 記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

２．法定実効率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別内訳

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
（平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在）

法 定 実 効 税 率 ４２．０ ％ ４２．０ ％

（調 整）

交際費等永久に損金に加算されない項目 １．７ ％ ０．６ ％

同族会社の留保金額に対する課税 ２．８ ％ ３．４ ％

住 民 税 均 等 割 等 ３．１ ％ ２．５ ％

受 取 配 当 金 益 金 不 算 入 △ １．２ ％

税率変更による期末繰延資産の減少項目 ０．３ ％

そ の 他 １．０ ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４８．４ ％ ４９．８ ％
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３．法人税等の税率の変更

地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の４２．０％から、固定区分について４０．０％に変更しており

ます。これによる当連結会計年度の影響額は、繰延税金資産（固定）（繰延税金負債（固定）の金額を控除した金額）が１７，０８８千円、

法人税等調整額が１６，９３７千円減少し、その他有価証券評価差額金が１５１千円増加しております。

セグメント情報

（前連結会計年度）（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日）

（１）事業の種類別セグメント情報

飲食事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計額、営業利益の合計額及び資産の合計額に占める割合が

いずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

（２）所在地別セグメント情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

（３）海外売上高

海外売上高がないため、該当事項はありません。

（当連結会計年度）（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）

（１）事業の種類別セグメント情報

飲食事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計額、営業利益の合計額及び資産の合計額に占める割合が

いずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

（２）所在地別セグメント情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

（３）海外売上高

海外売上高がないため、該当事項はありません。

２６



１株当たり情報

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日

至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

１ 株 当 た り 純 資 産 額 １，２５４円 ０３銭 １ 株 当 た り 純 資 産 額 １，３７２円 ８７銭

１株当たり当期純利益 １０９円 ４８銭 １株当たり当期純利益 １４４円 ７５銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株引受権によるストックオプション制度を採用しており 新株予約権によるストックオプション制度を採用しており

ますが、新株引受権に係るプレミアムが生じていないため ますが、新株予約権に係るプレミアムが生じていないため

記載しておりません。 記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
項 目 自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日

至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

当 期 純 利 益 ２，７９７，２１０ 千円

普通株主に帰属しない金額 ３７，９２０ 千円

（うち利益処分による役員賞与金） （３７，９２０ 千円）

普通株式に係る当期純利益 ２，７５９，２９０ 千円

期 中 平 均 株 式 数 １９，０６２，９５８ 株

重要な後発事象

該当事項はありません。
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５．生産、受注及び販売の状況

（１）生 産 の 状 況

当社の生産実績は、次のとおりであります。
（単 位 ： 千 円）

当 連 結 会 計 年 度
期 別

自 平成１４年４月 １日
製造品目

至 平成１５年３月３１日 前 年 同 期 比

％

肉 類 ３，９５９，４２８ １１０．９

野 菜 類 １，７４０，６８４ １０９．８

タ レ ・ ソ ー ス 類 １，７２５，４７１ ８２．９

そ の 他 ６３，３９７ ２１６．７

合 計 ７，４８８，９８２ １０３．１

（注） 千円未満は切捨てております。 また、上記金額は、消費税等控除後で表示しております。

（２）受 注 の 状 況

当社は受注活動を行っていないため該当事項はありません。

（３）販 売 の 状 況
（単 位 ： 千 円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
自 平 成１３年４月 １日 自 平 成１４年４月 １日
至 平 成１４年３月３１日 至 平 成１５年３月３１日

区
種 類 分 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％
直

牛 め し 定 食 店 ４２，４４２，５８１ ９６．７ ４９，４６１，４１５ ９７．５
営

チ キ ン 亭 事 業 ２７９，８２０ ０．６ ３５６，５５１ ０．７
店

焼 肉 レ ス ト ラ ン ８６，３８０ ０．２ ５２，３８１ ０．１
売 ラ ー メ ン 店

上 カフェタイプ牛 め し 店 ８４，０１９ ０．２

小 計 ４２，８９２，８０１ ９７．７ ４９，８７０，３４８ ９８．３

食 材 売 上 ８６５，１４３ ２．０ ６８６，３７７ １．４

子 会 社 売 上 ５８，３４２ ０．１ ６４，９１８ ０．１

ロ イ ヤ ル テ ィ 等 収 益 １０３，１０３ ０．２ １０３，５８３ ０．２

小 計 １，０２６，５８９ ２．３ ８５４，８８０ １．７

合 計 ４３，９１９，３９０ １００．０ ５０，７２５，２２８ １００．０

（注）１．. 千円未満は切捨てております。 また、上記金額は、消費税等控除後で表示しております。

２．. 当連結会計年度の「焼肉レストラン・ラーメン店」売上は、ラーメン店売上のみであります。

３．.      子会社売上の内訳
（前連結会計年度） （自 平 成１３年４月１日 ～ 至 平 成１４年３月３１日）

（株）エム・テイ・テイ（修繕・メンテナンス売上等） ２６，９０３ 千 円
（株）エム・エル・エス（サプライ売上） ２７，９４５ 千 円
（株）エム・ピー・アイ（採用事業売上） ６７１ 千 円
松屋フーズ建設（株）（店舗設計・施工管理売上等） ２，８２３ 千 円

（当連結会計年度） （自 平 成１４年４月１日 ～ 至 平 成１５年３月３１日）

（株）エム・テイ・テイ（修繕・メンテナンス売上等） ４２，２０１ 千 円
（株）エム・エル・エス（サプライ売上） ２１，５６２ 千 円
（株）エム・ピー・アイ（採用事業売上） ９５５ 千 円
（株）エム・エム・シー・エー（研修業務売上） ２００ 千 円
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